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用
語

解

説

　
歳
入
総
額
は
前
年
度
と
比

べ
て
、
13
億
２
０
６
１
万
円

減
額
の
１
２
６
億
３
８
０
２

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
大
幅

な
減
額
と
な
っ
た
主
な
要
因

は
、
国
か
ら
の
補
助
金
で
あ

る
国
庫
支
出
金
で
す
。
国
庫

支
出
金
は
、
前
年
度
と
比
べ

て
特
別
定
額
給
付
金
給
付
事

業
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時

交
付
金
な
ど
の
新
型
コ
ロ
ナ

対
策
に
関
す
る
補
助
事
業
が

減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
子

育
て
支
援
や
障
が
い
者
支
援

に
関
す
る
負
担
金
や
イ
ン
フ

ラ
整
備
に
関
す
る
交
付
金
は

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
繰
入
金
で
は
、
財

源
不
足
に
よ
る
財
政
調
整
基

金
の
取
り
崩
し
を
行
わ
な
か

っ
た
こ
と
に
よ
り
前
年
度
と

比
べ
て
２
億
１
７
４
３
万
円

の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
方
で
、
地
方
交
付
税
で

は
国
税
収
入
が
増
え
た
こ
と

に
よ
る
普
通
交
付
税
の
増
額

な
ど
で
、
全
体
で
３
億
４
１

７
７
万
円
の
増
額
と
な
っ
た

ほ
か
、
寄
附
金
で
は
ふ
る
さ

と
応
援
寄
附
金
の
増
額
に
よ

り
、
１
億
９
３
９
２
万
円
の

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
歳
　
入

▼
自
主
財
源
／
国
や
県
に
頼
ら
ず

町
が
独
自
に
確
保
で
き
る
財
源
▼

依
存
財
源
／
国
や
県
か
ら
の
補
助

金
や
借
金
な
ど
に
依
存
す
る
財
源

▼
繰
入
金
／
町
の
貯
金
で
あ
る
基

金
か
ら
取
り
崩
す
お
金
▼
使
用
料

及
び
手
数
料
／
施
設
利
用
者
な
ど

が
負
担
す
る
お
金
▼
国
庫
・
県
支

出
金
／
特
定
の
事
業
を
行
う
際
、

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金
▼

地
方
交
付
税
／
一
定
水
準
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、

国
が
市
町
村
に
交
付
す
る
お
金
▼

町
債
／
財
源
不
足
な
ど
を
補
う
た

め
に
借
り
入
れ
る
お
金

●
歳
　
出

▼
扶
助
費
／
児
童
や
高
齢
者
、
障

が
い
者
な
ど
の
支
援
に
使
わ
れ
る

お
金
▼
補
助
費
等
／
各
種
団
体
へ

の
助
成
金
や
一
部
事
務
組
合
へ
の

負
担
金
▼
物
件
費
／
旅
費
や
交
際

費
、
需
用
費
の
よ
う
な
消
費
的
な

性
格
を
持
つ
経
費
▼
繰
出
金
／
一

般
会
計
か
ら
国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
な
ど
へ
繰
り
出
す
お
金

▼
普
通
建
設
事
業
費
／
道
路
や

学
校
、図
書
館
な
ど
の
建
設
工
事

に
使
わ
れ
る
お
金
▼
公
債
費
／
町

債
の
返
済
に
使
わ
れ
る
お
金

【町税内訳】

　
歳
出
総
額
は
前
年
度
と
比
べ

て
、
15
億
１
１
６
５
万
円
減
の

１
１
９
億
９
３
４
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
減
額
と
な
っ
た
主

な
要
因
は
、
令
和
２
年
度
に
臨

時
的
に
行
っ
た
特
別
定
額
給
付

金
給
付
事
業
の
事
業
費
28
憶
２

８
４
３
万
円
が
全
額
減
と
な
っ

た
こ
と
で
す
。

　
一
方
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク

チ
ン
接
種
事
業
の
本
格
実
施
や

生
活
支
援
商
品
券
事
業
（
１
人

５
０
０
０
円
の
商
品
券
給
付
）、

子
育
て
世
帯
な
ど
へ
の
臨
時
特

別
給
付
金
事
業
な
ど
、
長
引
く

新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
を
緩
和
す

る
た
め
の
事
業
に
、
合
わ
せ
て

約
12
億
円
を
支
出
し
た
た
め
、

扶
助
費
や
物
件
費
が
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

　
普
通
建
設
事
業
費
で
は
、
吉

田
町
営
住
宅
住
替
事
業
に
よ
る

住
替
え
先
の
空
家
改
修
や
、
前

年
度
か
ら
引
き
続
き
行
っ
て
い

る
県
道
の
拡
幅
や
J
R
水
巻
駅

南
口
の
整
備
、
J
R
高
架
下
道

路
拡
幅
な
ど
合
わ
せ
て
約
12
億

円
の
工
事
を
行
い
、
前
年
度
と

比
べ
て
６
５
０
１
万
円
の
増
額

と
な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
他
の
経
費
で
は
、
繰
出

金
が
前
年
度
と
比
べ
減
額
と
な

り
ま
し
た
が
、
積
立
金
が
増
額

扶助費
33億9,456万円

補助費等
15億8,096万円

人件費
14億5,831万円

物件費
14億5,716万円

普通建設事業費
12億2,438万円

公債費
7億239万円

維持補修費
1億1,657万円

その他
20億5,907万円

町税
26億741万円
繰入金
2億1,931万円
使用料及び手数料
3億5,476万円
分担金及び負担金
9,704万円
その他
8億3,125万円
国庫支出金
31億2,760万円
地方交付税
28億9,041万円
県支出金
9億3,929万円
町債
7億2,940万円
地方消費税交付金
6億2,712万円
その他
2億1,444万円

町税
26億741万円
繰入金
2億1,931万円
使用料及び手数料
3億5,476万円
分担金及び負担金
9,704万円
その他
8億3,125万円
国庫支出金
31億2,760万円
地方交付税
28億9,041万円
県支出金
9億3,929万円
町債
7億2,940万円
地方消費税交付金
6億2,712万円
その他
2億1,444万円

個人町民税 10 億 8,980 万円
法人町民税 1 億 1,336 万円 
固定資産税 10 億 9,109 万円
軽自動車税 8,700 万円
 町たばこ税 2 億 2,616 万円

町税計 26 億   741 万円

町税町税
26 億 741 万円26 億 741 万円

自主財源自主財源
32.5％32.5％依存財源依存財源

67.5％67.5％

繰入金繰入金
2 億 1,931 万円2 億 1,931 万円
使用料及び手数料使用料及び手数料
3 億 5,476 万円3 億 5,476 万円
分担金及び負担金分担金及び負担金
9,704 万円9,704 万円

寄附金寄附金
2 億 4,311 万円2 億 4,311 万円国庫支出金国庫支出金

31 億 2,760 万円31 億 2,760 万円

地方交付税地方交付税
28 億 9,041 万円28 億 9,041 万円

県支出金県支出金
9 億 3,929 万円9 億 3,929 万円

町債町債
7 億 2,940 万円7 億 2,940 万円

地方消費税交付金地方消費税交付金
6 億 2,712 万円6 億 2,712 万円

人件費人件費
14 億 5,831 万円14 億 5,831 万円

扶助費扶助費
33 億 9,456 万円33 億 9,456 万円

公債費公債費
7 億 239 万円7 億 239 万円

物件費物件費
14 億 5,716 万円14 億 5,716 万円

維持補修費維持補修費
1 億 1,657 万円1 億 1,657 万円

補助費等補助費等
15 億 8,096 万円15 億 8,096 万円

普通建設事業費普通建設事業費
12 億 2,438 万円12 億 2,438 万円

その他その他
5 億 8,815 万円5 億 8,815 万円

※１※１

その他その他
2 億 1,444 万円2 億 1,444 万円

※2※2

その他その他
20 億 5,907 万円20 億 5,907 万円

※

※【その他内訳】
災害復旧事業費、積立金、出資金及び
貸付金、繰出金

（単位：億円） （単位：億円）
※ 2【その他内訳】
地方譲与税、地方特例交付金、法人事業税交付金、自動
車税環境性能割交付金、配当割交付金、交通安全対策
特別交付金、株式等譲渡所得割交付金、利子割交付金

※1【その他内訳】
諸収入、繰越金、財産収入

大
幅
な
黒
字
決
算

貯
金
と
借
金

貯
金
と
借
金

歳
入
の
特
徴

歳
入
の
特
徴

歳
出
の
特
徴

歳
出
の
特
徴

　
町
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調

整
基
金
の
取
り
崩
し
を
行
う

こ
と
な
く
、
歳
入
総
額
か
ら
、

歳
出
総
額
や
翌
年
度
に
繰
り

越
し
た
財
源
を
差
し
引
い
た

実
質
的
な
収
支
が
、
６
億
円

超
の
黒
字
決
算
で
し
た
。

　
財
政
調
整
基
金
に
令
和
２

年
度
の
決
算
余
剰
金
２
億
円

を
積
み
立
て
た
ほ
か
、
職
員

退
職
手
当
準
備
基
金
、
公
共

施
設
等
整
備
基
金
に
そ
れ
ぞ

れ
２
億
円
、
小
中
学
校
給
食

事
業
基
金
に
５
０
４
９
万
円
、

ふ
る
さ
と
応
援
基
金
に
２
億

３
０
９
０
万
円
を
積
み
立
て

る
な
ど
し
、
基
金
の
残
高
は

前
年
度
に
比
べ
、
６
億
６
６

５
８
万
円
増
額
し
て
い
ま
す
。

　
一
方
で
、
町
の
借
金
で
あ

る
地
方
債
の
残
高
は
、
一
般 

会
計
・
特
別
会
計
と
も
に
増

加
し
、
前
年
度
に
比
べ
７
０ 

２
０
万
円
増
の
１
４
８
億
２

０
４
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。 

一
般
会
計
で
は
、
主
に
町
営

住
宅
外
部
改
善
工
事
、
頃
末

南
地
区
都
市
再
生
整
備
事
業

な
ど
の
投
資
的
事
業
の
財
源

と
し
ま
し
た
。

歳入総額
126億3,802万円

経常収支比率　84.9％

まちの財政力診断
財政力指数　0.52

実質公債費比率　5.1％

貯金　46億6,134万円 借金　148億2,048万円

将来負担比率　21.2％

と
な
っ
た
た
め
、
全
体
で
４
億

５
４
６
６
万
円
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

まちの
家計簿

　
決
算
と
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金

や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
町
債
な

ど
の
収
入
が
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
に
ど

の
よ
う
に
生
か
さ
れ
た
か
を
ま
と
め
た

「
ま
ち
の
家
計
簿
」
で
す
。

　
詳
し
い
内
容
は
、
役
場
ロ
ビ
ー
の
情

報
公
開
コ
ー
ナ
ー
や
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

●
問
い
合
わ
せ　
役
場
財
務
係
☎
２
０ 

１
局
４
３
２
１
番 歳出総額

119億9,340万円

　借金の返済が標準財政規模にどの程度の割合を占めて
いるのかを表す指標。25％を超えたら黄信号。
▷芦屋町 0.4％　▷岡垣町 4.6％　▷遠賀町 6.6％

　財政の弾力性を判断する指標。この数値が低いほど、
臨時的な経費や新たな行政需要に対応できる財源がある。
▷芦屋町 91.7％　▷岡垣町 86.2％　▷遠賀町 82.7％

　自主財源でどれだけ対応できるかを表す指数。1 に近い
ほど財政運営の自主性が高い。
▷芦屋町 0.35　▷岡垣町 0.55　▷遠賀町 0.57

　町の借金や債務から貯金などを差し引いた額が、標準財
政規模にどれだけ割合を占めるかを表す指標。この比率が
高いほど、将来財政運営に問題が生じる可能性も高くなる。
▷芦屋町 0％未満　▷岡垣町 0％未満　▷遠賀町 11.7％

3.4
H29

3.5
H30

4.4
R1 4.8

R2 5.1
R3

88.9

94.0
96.1

94.6

84.9

H29

H30
R1

R2

R3
0.53
H29 0.54

H30

0.53
R1

0.53
R2

0.52
R3

43.1 44.0
42.7 42.4

46.6

H29
H30

R1 R2

R3

138.9 141.3
144.4

147.5 148.2

H29 H30
R1

R2 R3

14.0
H29

50.8
42.8

21.2
10.8
H30

R1
R2

R3

※グラフの各項目の数字は、それぞれ四捨五入しているため集計が合わない場合があります。※グラフの各項目の数字は、それぞれ四捨五入しているため集計が合わない場合があります。

令和3年度決算特集 「まちの家計簿」



従
来
の
方
法
に
と
ら
わ
れ
ず

   

行
政
課
題
の
改
善
・
見
直
し
を

監
査
委
員
の
意
見

　
予
算
の
目
的
に
沿
っ
て
執
行
さ
れ
て
お
り
、

計
数
は
正
確
で
、
年
度
末
の
収
支
残
高
も
残
高

証
明
書
と
合
致
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

●
一
般
会
計　
歳
入
の
約
２
割
を
占
め
る
町
税

の
決
算
額
は
コ
ロ
ナ
禍
で
も
ほ
ぼ
横
ば
い
で
、

収
納
率
も
97
・
６
％
と
過
去
最
高
と
な
っ
た
。

担
当
職
員
の
不
断
の
努
力
が
数
値
に
表
れ
た
こ

と
に
対
し
高
く
評
価
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
歳
出
で
は
、
公
共
施
設
の
多
く
が
老
朽
化
に

伴
う
改
修
が
増
え
て
く
る
と
推
測
さ
れ
る
。
個

別
管
理
計
画
の
作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
限
ら
れ

た
財
源
の
中
で
最
適
な
手
法
を
選
ぶ
た
め
に
十

分
な
議
論
の
う
え
方
針
を
定
め
ら
れ
た
い
。

　

複
雑
化
す
る
行
政
課
題
の
解
決
に
つ
い
て

は
、
具
体
的
な
目
標
と
期
限
を
定
め
従
来
の
方

法
に
と
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
改
善
・
見
直
し
を

行
い
、
住
民
福
祉
の
向
上
に
努
め
ら
れ
た
い
。

●
特
別
会
計　
国
民
健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者

医
療
と
も
に
医
療
費
が
コ
ロ
ナ
禍
以
前
を
上
回

っ
た
。
高
齢
化
や
医
療
の
高
度
化
に
よ
り
医
療

費
の
増
加
傾
向
は
続
い
て
い
く
と
思
わ
れ
る
。

抑
制
に
は
健
康
寿
命
を
延
ば
す
こ
と
が
重
要
だ

が
、
長
引
く
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
身
体
だ
け
で
な

く
こ
こ
ろ
の
健
康
維
持
も
重
要
で
あ
る
。
町
民

誰
も
が
「
心
身
と
も
に
健
や
か
に
生
き
る
」
と

い
う
目
標
に
向
け
た
施
策
を
検
討
さ
れ
た
い
。

●
公
共
下
水
道
事
業
会
計　
引
き
続
き
安
定
的

な
下
水
道
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
努
め
、
適
正
か

つ
健
全
な
事
業
経
営
を
図
ら
れ
た
い
。

加
藤 

博
道   

監
査
委
員

舩
津 

宰      

監
査
委
員

　町の財政は一般会計で管理しますが、特定の財源でその事業を行
う場合は特別会計を設けています。また下水道事業のように独立採算
による特定の事業を行う場合は、企業会計方式を採用しています。その他の会計

　国民健康保険に加入している人の医療費給付や保健
事業のための会計です。主な収入は、加入者が納めた
保険税や県支出金で、ほかに一般会計からの繰入金な 
ども含まれています。また、支出は保険給付費が 23 億 
3,270 万円、県への国保事業費納付金が８億 1,692
万円となっています。
●対　象
　3,983 世帯／6,132 人（令和 4 年 3 月 31日時点）
●１人当たりの年間保険給付費　379,659 円
●１人当たりの保険税負担額　75,922 円

　支　出 ▼ 32 億 5,050 万円

　後期高齢者医療制度の保険料徴収などを行う会計
です。主な収入は、加入者が納めた保険料や一般会計
からの繰入金で、全体の 96.5% を占めています。また、
支出は福岡県後期高齢者医療広域連合への納付金が
97.7％を占め、金額は４億 2,924 万円です。次に人件
費などを含む総務費が 1,021万円となっています。
●対　象
　4,445人（令和 4 年 3 月 31日時点）
●１人当たりの広域連合納付金　114,045 円
●１人当たりの保険料負担額　70,870 円

　収　入 ▼４億 5,760 万円

　支　出 ▼４億 3,956 万円

後期高齢者医療国民健康保険

　町は中間市の浄化センターで中間市、遠賀町、鞍
手町と共同で汚水を処理しています。この会計はセ
ンターの運営費や町内の下水道新設・改修、高松汚
水中継ポンプ場の維持管理などを行う会計です。民
間企業が採用する企業会計方式を採用しています。

■資本的収支　収　入▷７億 7,005 万円

　　　　　　　支　出▷８億 9,120 万円

■収益的収支　収　入▷７億 1,262 万円

　　　　　　　支　出▷７億 7,184 万円

公共下水道事業

　収　入 ▼ 33 億 3,236 万円

用 語 解 説

●資本的収支
　将来の経営活動に備えて行う建設改良費や建

設改良に係る企業債償還金などの投資的な支
出とその財源の収入
●収益的収支
　地方公営企業の一事業年度における営業活動で

発生する収益とそれに対応する費用のこと。１年
間でいくらの利益がでたのかが分かる企業の通
信簿

●下水道を使用している人口　23,973人（前年度比＋410人）
●普及率　94.9％（前年度比＋1.4％）
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　小中学校や児童クラブの改修工事などを実施し、子ども
や先生が学習に集中できる環境整備を行いました。前年度、
小中学生に１人１台のタブレット端末を整備しましたが、今
年度は新たに大型液晶ディスプレイを整備し、さらなるＩＣＴ
教育の推進に取り組みました。

　実態調査を通して町内にある空き家の現状を把握すること
で、より踏み込んだ対策を実施するための下地づくりをしま
した。また、令和３年度も引き続き、定住促進奨励金や古
家解体支援補助金、老朽化危険家屋等解体補助金などの支
援策を実施し、より良い住環境の整備を進めました。

　町営住宅や町内の道路・橋梁の改良工事や補修などをす
ることで、利用者の安全確保に努めました。また、いきいき
ほーる前の JR 高架下道路拡幅やJR 水巻駅南口の整備を引
き続き行い、地域住民の利便性向上や交通拠点としての機
能充実と安全性を高める事業に取り組みました。

　令和３年度から新型コロナワクチンの接種を本格的に実施
しました。また、新型コロナ感染拡大が長引き、住民や地
域社会に影響が出る中で、国の交付金などを利用した子育
て世帯等への臨時特別給付金事業や事業者への支援などを
実施し、地域活性化対策に取り組みました。

　令和３年度も町の PR キャラクター「みずまろ」を活用した
新デザインのポロシャツを作成・販売し、多くの人に購入して
いただきました。また、KBC テレビ「ふるさと Wish」での
特集や d ボタンを活用して町の広報を行うなど、前年度に引
き続きメディアと連携した町の魅力の PR に取り組みました。

　障がい者や高齢者に対しさまざまな支援を行い、社会参
加の促進や福祉の向上に取り組みました。また、町内に住ん
でいる中学３年生までの子ども全てを医療費無料化の対象
とするなど、令和３年度も引き続き子どもを育てやすいまち
づくりを進めました。

●放課後児童対策の充実●放課後児童対策の充実�� 8,145 万円8,145 万円
●小中学校施設の整備●小中学校施設の整備�� １億 3,547 万円１億 3,547 万円
● ICT教育の充実● ICT教育の充実�� 5,585 万円5,585 万円
●異文化交流の推進●異文化交流の推進�� 480 万円480 万円

●定住促進奨励金●定住促進奨励金�� 1,440 万円1,440 万円
●古家解体支援補助金●古家解体支援補助金�� 1,016 万円1,016 万円
●老朽危険家屋等解体補助金●老朽危険家屋等解体補助金�� 324 万円324 万円
●空き家実態調査●空き家実態調査�� 48 万円48 万円

●町営住宅外壁等改修●町営住宅外壁等改修�� 1 億 2,564 万円1 億 2,564 万円
●道路・橋梁の安全確保●道路・橋梁の安全確保�� １億 7,194 万円１億 7,194 万円
●県道拡幅●県道拡幅�� 1 億 4,194 万円1 億 4,194 万円
●●JR水巻駅南口整備�� 2 億 1,912 万円2 億 1,912 万円

●新型コロナワクチン接種関連●新型コロナワクチン接種関連�� 2 億    557 万円2 億    557 万円
●生活支援商品券発行（２回目）●生活支援商品券発行（２回目）�� 1 億1 億 4,8284,828万円万円
●事業継続応援支援金●事業継続応援支援金�� 1,965 万円1,965 万円
●子育て世帯等への臨時特別給付金●子育て世帯等への臨時特別給付金�� 8 億 3,625 万円8 億 3,625 万円

●PRポロシャツ購入●PRポロシャツ購入�� 111 万円111 万円
●魅力発信事業●魅力発信事業�� 220220万円万円
●でかにんにく商品改善・新商品開発●でかにんにく商品改善・新商品開発�� 253 万円253 万円
●コスモスPR動画作成●コスモスPR動画作成�� 198 万円198 万円

●障がい福祉サービス●障がい福祉サービス�� 6 億 9,530 万円6 億 9,530 万円
●介護保険●介護保険�� 4 億 5,658 万円4 億 5,658 万円
●子ども医療●子ども医療�� 1 億 1,585 万円1 億 1,585 万円

令和3年度決算特集 「まちの家計簿」

　（決算書）

　（損益計算書）

  収　入 ▼ 6 億 3,677 万円

  支　出 ▼ 8 億 1,206 万円

  収　入 ▼ 7 億 2,836 万円

  支　出 ▼ 7 億 6,490 万円

町の主な事業 令和3年度・一般会計
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